
道路運送法上の事業区分 1

※旅客自動車運送
事業

※一般旅客自動車
運送事業

※規制対象外

※自家用有償旅客
運送

【輸送の対象】

【ナンバー】

【有償or無償】

【運送主体】
【対象者等】

【運行形態】

【乗合or貸切及び定員】

※市町村が運送

※車両の運用

※特定の者の契約により一定の範囲を運送
（スクールバス・従業員送迎バス等）

●道路運送法第４３条による許可が必要

●道路運送法第７９条による登録が必要

●道路運送法第４条による許可が必要

※運送契約による運用

※デマンド交通

※不定期バス等

※路線バス・コミュニティバス等

事業用(旅客)
【緑ナンバー】

自家用
【白ナンバー】

自動車による
人の輸送

一 般
(誰でも輸送)

特 定
(特定の人
だけ輸送)

無 償

有 償

市町村運営有償運送

非営利活動法人等が運送

市町村福祉輸送

交通空白輸送

公共交通空白地有償運送

福祉有償運送

市町村の車両による
無償住民輸送

特定旅客自動車運送事業

区域運行

路線不定期運行

路線定期運行

市町村借り上げによる
無料バス・タクシー

一般乗合旅客自動車運送事業

一般貸切旅客自動車運送事業

一般乗用旅客自動車運送事業

※国土交通省資料をもとに作成



自家用有償旅客運送とは 2

〇 平成18年（2006年）の道路運送法改正により『自家用有償旅客運送』が緩和され、白ナンバー車両を公共交通に活用
しやすくなったが、あくまでも例外規定であることに留意する必要がある（※バス事業者やタクシー事業者等の運送
事業者が対応できない場合で、協議会の合意があった場合のみ）。

○ 自家用有償旅客運送には以下の4種類があり、「乗合」の可否や「会員登録（会員名簿）」の要否などの条件が異な
る。

※国土交通省資料をもとに作成

※市町村長が認めた場合は、来訪者・滞在者や会員以外も利用可能

市町村運営有償運送

・『道路運送法』に基づく「地域公共交通会議」
の合意のもと、地域住民の生活に必要な旅
客輸送の確保のため、市町村が運送を行
うもの。

非営利活動法人による運送

・『道路運送法』に基づく「運営協議会」の合意
のもと、ＮＰＯや社会福祉法人等の非営利
活動法人が運送を行うもの。

公共交通空白地有償運送
・公共交通機関だけでは十分なサービス

が確保できない場合、ＮＰＯ法人等が
行う輸送サービス

福祉有償運送
・公共交通の利用が困難な高齢者等の通

院・レジャー等のためにＮＰＯ法人等
が行う輸送サービス

市町村福祉運送
・身体障がい者等に対する外出支援のた

めに市町村自ら行う輸送サービス

交通空白地輸送
・交通空白地域において、地域住民の生

活に必要な輸送の確保が困難な場合、
市町村自ら行う輸送サービス

会
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が
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自家用有償旅客運送（白ナンバー）

乗
合
が
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能


